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Ⅳ、がれき処理の協力体制を我がまちから

東日本大震災からの復興の大前提である「がれき処理」が進んでいません。環境省は２月21日、東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島３県沿岸部（福島の警戒区域は除く）の処理状況を公表しましたが、それによれば計2252万トンのがれきのうち埋立や、再利用などの最終処分を終えた量は、20日時点で計117万6000㌧と全体の5％にとどまっています。

環境省は国の責任で県内処理される福島県を除く、岩手、宮城両県のがれき―それぞれ通常の約１１年分（476万㌧）と１９年分（1569万㌧）のうちの木材がれき400万㌧について被災地外で広域処理を行うことを想定しています。しかし、現在は東京都や山形県、青森県の自治体で取り組みが始まっており、静岡県島田市が被災地の可燃性廃棄物の受け入れは反対の声があるものの、安全性の証明に向けて試験的に実施しています。また、福井県敦賀市の河瀬一治（かわせ かずはる）市長が前向きな発言をされたり、関西電力高浜原発が立地する野瀬豊町長は「５月以降、町に受け入れたいと」との意向を示しています。

当初、全国572市町村が協力する意向を示したが、その後、放射能汚染への不安から住民の間に拒否反応が広がり、10月の再調査では大半の自治体で当初の受け入れ方針を撤回するという経過の中で、いち早く東京都が11月から岩手県宮古市のがれきの受け入れを始めました。岩手県の関係者は「被災地のがれき処理を自らの問題ととらえ、当事者意識を持って取り組まれており、本当に頭が下がる思い」と話しています。
猪瀬直樹東京都副知事は「被災地支援の一環として地方分権の視点から　先駆自治体の責任果たす」と話されています。東京都環境局によると、受入協定締結後、都民から2000件を超える電話やメールの問い合わせが殺到したといいます。その9割は「放射能に汚染されたごみを受け入れるな」「子どもへの影響が心配だ」など抗議する内容だったといいます。それでも踏み切ったのはがれき処理の内容をホームページなどで詳しく説明し、放射性物質の測定結果を逐次公開し、正確な情報が伝わるよう、積極的な広報活動を子なっているからでもあります。

注目の静岡県島田市では２月１７日、岩手県山田町のがれき１０トンの試験焼却を終了し、灰やスラグなどの放射性セシウム濃度を測定するため検査会社にサンプルを引き渡しましたが、引き渡しの際、地元自治会役員が灰の近くで計測した空間線量率は毎時０．０８～０．１マイクロシーベルトで、周囲とほぼ同じで「問題ないと思う」と述べたニュースが伝わってきます。
島田市は２０日から、市役所やゴミ処理施設などで焼却灰や焼却後の残留物を公開し、市民が自由に放射線量を測定できるようにし、焼却灰や排ガスの放射性物質濃度などの分析結果は、３月下旬までにまとまる見込みで、桜井勝郎市長はその結果をもとにがれき受け入れの最終判断を下すとされ、「安全性に問題がなければ受け入れるのは間違いない」としています。

大震災直後から、我がまちは消防職員や、上下水道局職員を被災地に派遣したり、救援物資を送ったり様々な取り組みを行ってきましたが、がれきの受け入れも、そうした活動の一環として、我がまちも受け入れについて検討を開始すべきであると考えます。

（1）市長は「震災がれき受け入れ」についてどのように考えておられるのか率直な見解を伺いたい。

（2）我がまちは4月の環境省の調査にどのように回答し、10月の再調査にはどのような回答をされたのか伺います。
（3）受け入れについて障害になっていることがあるとすれば、それは何か伺います。
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